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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成25年12月19日(2013.12.19)

【公表番号】特表2013-510209(P2013-510209A)
【公表日】平成25年3月21日(2013.3.21)
【年通号数】公開・登録公報2013-014
【出願番号】特願2012-537389(P2012-537389)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｇ  18/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｊ   9/12     (2006.01)
   Ｂ２９Ｃ  39/40     (2006.01)
   Ｂ２９Ｃ  39/24     (2006.01)
   Ｂ２９Ｋ 105/04     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｇ  18/00    　　　Ｈ
   Ｃ０８Ｊ   9/12    ＣＦＦ　
   Ｂ２９Ｃ  39/40    　　　　
   Ｂ２９Ｃ  39/24    　　　　
   Ｂ２９Ｋ 105:04    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成25年11月1日(2013.11.1)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１０５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１０５】
　αおよびγ値は、イソシアネートを含めて計算した。全ショット重量は、１２０グラム
であった。得られたフォームは、走査型電子顕微鏡により調査した。図８および９は、異
なった目盛りでの走査型電子顕微鏡写真を示す。１μｍより著しく小さい直径の細孔が、
得られたフォームに形成されていることが見られる。平均細孔半径は、１８０±５９ｎｍ
である。細孔の平均数値的密度は、３．６・１０１１であった。任意の理論に従うことな
く、フォーム中の気泡は、Ｏｓｔｗａｌｄの結果として元のマイクロエマルション中の気
泡より重合工程中に熟成しながら大きくなったと考えられる。
　本発明の好ましい態様は、以下を包含する。
［１］　ポリウレタンフォームの製造方法であって、以下の工程：
・Ａ）イソシアネート反応性成分、
Ｂ）界面活性剤成分、
Ｃ）直鎖、分枝状または環式Ｃ１～Ｃ６－アルキレン、直鎖状、分枝状または環式Ｃ１～
Ｃ６－フルオロアルカン、Ｎ２、Ｏ２、アルゴンおよび／またはＣＯ２からなる群から選
択される発泡剤成分、
Ｄ）ポリイソシアネート成分
を含む混合物を供給する工程、
・成分Ａ）、Ｂ）、Ｃ）およびＤ）を含む混合物を、密閉金型へ導入する工程であって、
該密閉金型は、内部容積および／または内部において広まる圧力を、混合物を導入した後
に外的影響により変化させることができるように構成されている、工程、
・予め決定した≧０秒の滞留時間を、成分Ａ）、Ｂ）、Ｃ）およびＤ）を含む混合物につ
いて密閉金型において与える工程、および
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・密閉金型の内部容積を拡大し、および／または密閉金型の内部に広まる圧力を外的影響
により低下させる工程
を含む、方法。
［２］　成分Ａ）、Ｂ）、Ｃ）およびＤ）を含む混合物の滞留時間の間に発泡剤Ｃ）を、
超臨界または近臨界状態で存在させ、密閉金型の内部容積の拡大および／または密閉金型
の内部にかかっている圧力の低下後、発泡剤Ｃ）は、超臨界状態で存在しない、［１］に
記載の方法。
［３］　成分Ａ）、Ｂ）、Ｃ）およびＤ）の混合後に広まる圧力は、≧４０バール～≦１
５０バールである、［１］に記載の方法。
［４］　成分Ａ）は、≧２００ｍｇＫＯＨ／ｇ～≦６００ｍｇＫＯＨ／ｇのヒドロキシ価
を有するポリエステルポリオールおよび≧８００ｍｇＫＯＨ／ｇのヒドロキシ価を有する
短鎖ポリオールを含む、［１］に記載の方法。
［５］　界面活性剤成分Ｂ）は、オリゴジメチルシロキサン末端基を有するポリエチレン
オキシドポリエーテルであり、ジメチルシロキサン単位の数は≦５である、［１］に記載
の方法。
［６］　界面活性剤成分のＨＬＢ値は、≧１０～≦１８である、［１］に記載の方法。
［７］　界面活性剤成分Ｂ）は、イソシアネート反応性化合物またはポリイソシアネート
へ共有結合した形態で存在する、［１］に記載の方法。
［８］　ポリイソシアネート成分Ｄ）は、モノマーおよび／またはポリマージフェニルメ
タン４，４’－ジイソシアネートを含む、［１］に記載の方法。
［９］　界面活性剤成分Ｂ）の重量％による相対的比率γは、成分Ａ）、Ｂ）およびＣ）
を含む混合物中において、組成物全体を基準として≧０．０５～≦０．３である、［１］
に記載の方法。
［１０］　成分Ａ）、Ｂ）、Ｃ）およびＤ）の存在する量は、
Ａ）≧２５重量％～≦３０重量％、
Ｂ）≧４重量％～≦１５重量％、
Ｃ）≧５重量％～≦４０重量％、
Ｄ）≧３０重量％～≦６０重量％
である、［１］に記載の方法。
［１１］　成分Ａ）、Ｂ）、Ｃ）およびＤ）を含む混合物を導入した密閉金型は、混合物
に適合させるために、可動性封止（４０、７０）により制限された内部容積を含み、可動
性封止（４０、７０）の位置は、機械圧力によりおよび／または液体圧力により変化する
ことができる、［１］に記載の方法。
［１２］　［１］に記載の方法により得られるポリウレタンフォーム。
［１３］　≧１０ｎｍ～≦１００００ｎｍの平均細孔径を有するフォームの形態で存在す
る、［１２］に記載のポリウレタンフォーム。
［１４］　≧１０７ポア／ｃｍ３～≦１０１８ポア／ｃｍ３の細孔密度を有する、［１２
］に記載のポリウレタンフォーム。
［１５］　≧６ｍＷ／ｍＫ～≦３０ｍＷ／ｍＫの熱伝導性を有する、［１２］に記載のポ
リウレタンフォーム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリウレタンフォームの製造方法であって、以下の工程：
・Ａ）イソシアネート反応性成分、
Ｂ）界面活性剤成分、
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Ｃ）直鎖、分枝状または環式Ｃ１～Ｃ６－アルキレン、直鎖状、分枝状または環式Ｃ１～
Ｃ６－フルオロアルカン、Ｎ２、Ｏ２、アルゴンおよび／またはＣＯ２からなる群から選
択される発泡剤成分、
Ｄ）ポリイソシアネート成分
を含む混合物を供給する工程、
・成分Ａ）、Ｂ）、Ｃ）およびＤ）を含む混合物を、密閉金型へ導入する工程であって、
該密閉金型は、内部容積および／または内部において広まる圧力を、混合物を導入した後
に外的影響により変化させることができるように構成されている、工程、
・予め決定した≧０秒の滞留時間を、成分Ａ）、Ｂ）、Ｃ）およびＤ）を含む混合物につ
いて密閉金型において与える工程、および
・密閉金型の内部容積を拡大し、および／または密閉金型の内部に広まる圧力を外的影響
により低下させる工程
を含む、方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の方法により得られるポリウレタンフォーム。
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